
　○事故受付担当者の話し方・態度について　○請求手続きのご案内について

●次回のご契約について　○受取保険金（支払保険金）の内容について

　○事故調査担当者の話し方・態度について
●事故調査について
　○事故調査担当者の経過報告の頻度について

　○お支払いまでにかかった期間について
●保険金のお支払いについて
　○支払保険金の内容（示談解決の内容）の説明について
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正味収入保険料：元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除した
ものをいいます。   

正 味 損 害 率：（正味支払保険金 ＋ 損害調査費）÷正味収入保険料   
正 味 事 業 費 率：保険引受に係る事業費÷正味収入保険料   
保 険 引 受 利 益：保険引受収益 ー 保険引受費用 ー 保険引受に係る営業費及び一般管理費 
                       ＋ その他収支   
経　常　利　益：経常収益 ー 経常費用   
当 期 純 利 益：経常利益 ＋ 特別損益 ー 法人税等合計（法人税及び住民税、法人税等調整額）
 
単体ソルベンシー・マージン比率：       

　損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等
に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する
資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払
能力を保持しておく必要があります。
　こうした「通常の予測を超える危険」に対して、「損害保険会社が保有している資本
金・準備金等の支払余力」の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算された
ものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」です。
　単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健
全性を判断するために活用する客観的な指標のひとつですが、その数値が２００％以上
であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。
       

総資産額：       
　　損害保険会社が保有する資産の総額で、貸借対照表における資産の部の合計額をい

います。
       
純資産額：       

　総資産額から負債額を控除したもので、貸借対照表における純資産の部の合計額を
いいます。

       
その他有価証券評価差額：       

　「金融商品に係る会計基準」では、保有する有価証券を「売買目的有価証券」「満
期保有目的債券」「子会社・関連会社株式」「その他有価証券」の4つの保有区分で区分
しており、その大部分を占める「その他有価証券」については時価評価しています。
　「その他有価証券評価差額」とは、この場合の時価と取得原価（含む償却原価）との
差額のことをいいます。
　また、この評価差額から税効果相当額を控除した金額が、貸借対照表上の「純資産

の部」に「その他有価証券評価差額金」として計上されています。
       
リスク管理債権：
　　貸付金のうち、保険業法施行規則第５９条の2第1項第5号に基づき開示しているも

ので、貸付金の返済状況に応じて、以下の4つに区分されます。
　⑴　破綻先債権

　破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その
他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上
貸付金」という。）のうち、法人税法施行令に定める一定の事由が生じているものです。

　⑵　延滞債権       
　延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再
建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外のものです。

　⑶　3 ヵ月以上延滞債権       
　3ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上
遅延している貸付金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものです。

　⑷　貸付条件緩和債権       
　貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および3ヵ月以上延滞債権に該当し
ないものです。

資産の自己査定における分類区分：
　損害保険会社が、資産の健全性を把握するために回収の危険性又は価値の毀損の危
険性の度合いに応じて資産を、以下の4つに分類します。

Ⅰ分類：査定基準日において「『Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類に該当しない資産』で回収
の危険性又は価値の毀損の危険性について問題のない資産」を指します。

Ⅱ分類：査定基準日において「債権確保上の諸条件が満足に充たされないため、あるい
は、信用上疑義が存する等の理由により、その回収について通常の度合いを超え
る危険を含むと認められる債権等の資産」を指します。       

Ⅲ分類：査定基準日において「最終の回収又は価値について重大な懸念が存し、従って
損失発生の可能性が高いが、その損失額について合理的な推計が困難な資産」を
指します。

Ⅳ分類：査定基準日において「回収不可能又は無価値と判定される資産」を指します。
　なお、上表の計数は直接償却前のものなので、合計は貸借対照表計上額よりも大き
くなっています。

（単位：百万円）

年度項目 平成27年度
正味収入保険料

（対前期増減率）

正味損害率
正味事業費率

保険引受利益又は保険引受損失（△）
（対前期増減率）

経　常　利　益
（対前期増減率）

当　期　純　利　益
（対前期増減率）

単体ソルベンシー・マージン比率
総 資 産 額
純 資 産 額
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破綻先債権額
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リスク管理債権額合計
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●当期純利益（△損失）
　前年度に比べ1,017百万円減少し△650百万円となり
ました。      
  

●総資産額
　前年度に比べ249百万円減少し36,013百万円となり
ました。

●その他有価証券評価差額
　前年度に比べ628百万円減少し1,574百万円となりま
した。 

       

●単体ソルベンシー・マージン比率
　前年度に比べ50.2ポイント低下し450.7％となりま
した。

●純資産額
　前年度に比べ1,152百万円減少し3,907百万円となり
ました。

 

●リスク管理債権
　前年度に比べ12百万円減少し28百万円となりました。 
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●正味収入保険料
　前年度に比べ4.8％増収し15,787百万円となりました。 

●正味損害率
　前年度に比べ6.3ポイント低下し56.6％となりました。

●保険引受利益（△損失）
　前年度に比べ534百万円減少し△872百万円となり
ました。

     

●正味事業費率
　前年度に比べ0.5ポイント低下し41.3％となりました。

●経常利益（△損失）
　前年度に比べ1,266百万円減少し△635百万円となり
ました。
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ました。      
  

●総資産額
　前年度に比べ249百万円減少し36,013百万円となり
ました。

●その他有価証券評価差額
　前年度に比べ628百万円減少し1,574百万円となりま
した。 

       

●単体ソルベンシー・マージン比率
　前年度に比べ50.2ポイント低下し450.7％となりま
した。

●純資産額
　前年度に比べ1,152百万円減少し3,907百万円となり
ました。

 

●リスク管理債権
　前年度に比べ12百万円減少し28百万円となりました。 
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●正味収入保険料
　前年度に比べ4.8％増収し15,787百万円となりました。 

●正味損害率
　前年度に比べ6.3ポイント低下し56.6％となりました。

●保険引受利益（△損失）
　前年度に比べ534百万円減少し△872百万円となり
ました。

     

●正味事業費率
　前年度に比べ0.5ポイント低下し41.3％となりました。

●経常利益（△損失）
　前年度に比べ1,266百万円減少し△635百万円となり
ました。
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2．当年度の事業概況

⑴　当年度の業績
　当年度の業績につきましては、経常収益は、保険引受
収益が16,322百万円、資産運用収益が327百万円、そ
の他経常収益が62百万円となり、前年度に比べ652百
万円減収の16,712百万円となりました。
　一方、経常費用は、保険引受費用が13,264百万円、資
産運用費用が36百万円、営業費及び一般管理費が4,046
百万円、その他経常費用が１百万円となり、前年度に比
べ613百万円増加の17,348百万円となりました。
　その結果、経常利益は635百万円の損失となり前年度
に比べ1,266百万円減少となりました。
　これに特別損失並びに法人税及び住民税、法人税等調
整額を加減した当期純損益は650百万円の損失となり、
前年度に比べ1,017百万円の減少となりました。
　当年度末の総資産は、前年度末に比べ0.7％減少の
36,013百万円となりました。このうち運用資産は、1.2
％減少の32,285百万円となりました。運用にあたって
は、債券等の有価証券を中心に効率的な運用に努めまし
たが、低金利による厳しい運用環境により、利息及び配
当金収入は、前年度に比べ51百万円減少の410百万円
となりました。

⑵　保険引受の状況
　保険引受収益のうち正味収入保険料は、15,787百万
円と、前年度に比べ727百万円、4.8％の増収となりま
した。一方、保険引受費用のうち正味支払保険金につき
ましては、8,259百万円と前年度に比べ491百万円の減
少となりました。その結果、正味損害率は56.6％となり
前年度に比べ6.3ポイント低下しました。また、保険引
受に係る営業費及び一般管理費につきましては、3,913
百万円と、前年度に比べ124百万円、3.3％の増加とな
り、正味事業費率は前年度に比べ0.5ポイント低下の
41.3％となりました。これらに収入積立保険料、積立保
険料等運用益、満期返戻金、支払備金繰入額、責任準備
金繰入額などを加減した保険引受損益は872百万円の損
失となりました。
　火災保険（積立型火災保険・地震保険を含む）の正味
収入保険料は1,051百万円と前年度に比べ0.9％の増収
となりました。正味損害率は、前年度に比べ14.6ポイン
ト低下し、67.0％となりました。
　海上保険（船舶保険・積荷保険）の正味収入保険料は
118百万円と前年度に比べ3.6％の増収となりました。
正味損害率は前年度に比べ1.9ポイント低下し、59.3％
となりました。
　傷害保険（積立型傷害保険含む）の正味収入保険料は
752百万円と前年度に比べ2.3％の増収となりました。
正味損害率は前年度に比べ0.4ポイント低下し、31.0％
となりました。
　自動車保険の正味収入保険料は10,290百万円と前年
度に比べ5.8％の増収となりました。正味損害率は前年

度に比べ6.7ポイント低下し、58.5％となりました。
　自動車損害賠償責任保険は、正味収入保険料が2,516
百万円と前年度に比べ1.9％の増収となりました。正味
損害率は前年度に比べ2.5ポイント低下し、61.9％とな
りました。
　その他の保険の正味収入保険料は1,058百万円と前年
度に比べ8.4％の増収となりました。正味損害率は前年
度に比べ6.8ポイント低下し、32.4％となりました。

⑶　2015（平成２7）年度決算のしくみ

（単位：百万円）
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正味収入保険料
15,787

収入積立保険料
414

積立保険料等運用益
116

その他保険引受収益
3

正味支払保険金
8,259

損害調査費
671

諸手数料及び集金費
2,601

満期返戻金
719

支払備金繰入額
529

責任準備金繰入額
473

為替差損
0

その他保険引受費用
9

利息及び配当金収入
410

有価証券売却益
32

その他運用収益
0

積立保険料等運用益振替
△116

有価証券売却損
29

有価証券評価損
7

その他運用費用
0

（うち保険引受に係る　
　営業費及び一般管理費）

(3,913) 
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Ⅳ. 大同火災の取り組み
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